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令和７年２月２５日 

東 大 和 市 監 査 委 員 

 

令和７年度監査計画（年間監査計画及び実施計画） 

 

１ 目的 

本監査計画は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方公営企業法（昭和

２７年法律第２９２号）、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年

法律第９４号）及び東大和市監査基準（令和２年３月２４日監査委員決定）に基づ

いて監査委員が行う監査、検査及び審査（以下「監査等」という。）の実施に関し、

必要な事項を定めることを目的とします。 

 

２ 基本方針 

監査委員は、地方自治法の規定により設置された独立の機関として、公正不偏な

立場で適切に実施する必要があります。 

事務や事業については、合規性はもとより、その実施状況を分析し、経済性、効

率性、有効性の観点から、市民の視点に立った検証を行い、その結果を公表します。 

また、このことにより、時勢に合った事務の効率化や市民サービスの向上に資す

るよう監査等を実施します。 

 

３ 監査計画 

（１）年間監査計画 

別表のとおり、「令和７年度年間監査計画」を定めます。なお、監査等の具体

的な日程等については別に定めます。 

（２）実施計画 

   監査等の実施方針、種類、実施体制及び着眼点等を定めます。 

 

４ 実施計画 

（１）監査等の実施方針 

経済動向については、緩やかな回復を続けており、国においては、令和７年度は、

賃金上昇が物価上昇を上回り、個人消費の増、企業の設備投資の堅調な継続などの

民間需要主導の経済成長となることが期待されるという見通しを示しています。しかし、

依然として物価高騰により、市民生活は様々な影響を受けています。 

こうした状況の中、市では、厳しい財政状況ではありますが、老朽化した公共施設等

の更新をはじめ、学校給食費無償化や様々な医療費助成など、市民生活への支援を

計画しています。 

行政経営においては、少子高齢化や人口減少が進展し、社会保障関係経費が増加
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していることから、計画的かつ効率的な市政運営、行財政改革への取組など、社会の

変化に対応していくことが求められています。 

このような背景のもと、監査の実施にあたっては、監査基準、基本方針に基づき、次

により実施します。  

① 財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令等に則って適正に

行われているかという合規性の観点はもとより、最少の経費で最大の効果を上げ

ているかという経済性、効率性及び所期の目的を達成しているかという有効性の

観点から行います。 

② 不正等の是正の指摘にとどまらず、事務事業の改善等を促すという観点から適

切な助言をしていきます。併せて、監査結果報告に基づく措置状況を把握し、監

査等の実効性を確保します。 

③ 監査等の対象部署におけるチェック体制の整備やリスク管理の向上など内部

統制を促すことに留意します。 

④ 監査結果報告など監査等に関する情報について、法令等に基づき速やかに公表

します。 

（２）実施予定の監査等及び概要 

実施する監査の種類、対象、実施体制、監査の項目及び着眼点等、監査結果の

公表、その他の実施上必要と認める事項等については、次のとおりとします。 

① 定期監査（地方自治法第１９９条第１項、第２項、第４項） 

市の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が、適正かつ合理的、

効率的に行われているか監査します。原則として部を対象に実施し、監査対象以

外の部については決算審査等において補完するものとします。また、市の事務が

合理的かつ効率的に行われているか、法令等の定めるところに従って適正に行わ

れているかを主眼として実施する行政監査は、定期監査に含めて実施します。 

② 財政援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項） 

補助金等を交付している団体、出資・支払保証団体、信託の受託者及び公の施

設の管理を行わせているものに対し、必要があると認めるとき、または市長の 

要求に基づき、当該財政援助等に係る出納その他の事務の執行が適正かつ効率的

に行われているかを主眼として、監査を実施します。 

③ 決算審査（地方自治法第２３３条第２項及び地方公営企業法第３０条第２項） 

市長から審査に付された各会計の決算その他関係諸表の計数を確認するとと

もに、予算の執行等及び事業経営が適正かつ効率的に行われているかを主眼とし

て、審査を実施します。 

④ 基金運用状況審査（地方自治法第２４１条第５項） 

各種基金（特定の目的のために定額の資金を運用するための基金）の運用状況

を示す書類の計数の正確性を検証するとともに、基金の運用が確実かつ効率的に

行われているかを主眼として、審査を実施します。 
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⑤ 例月出納検査（地方自治法第２３５条の２第１項） 

各会計等における会計管理者の保管する現金の残高及び出納関係諸表等の計

数の正確性を検証するとともに、現金の出納事務が適正に行われているかを主眼

として、毎月検査を実施します。 

⑥ 健全化判断比率等審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１

項、第２２条第１項） 

市長から審査に付された財政健全化判断比率の４指標（実質赤字比率、連結実

質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）及び資金不足比率並びにそれらの

算定の基礎となる事項を記載した書類が、適正に作成されているかを主眼として、

審査を実施します。 

⑦ その他の監査（議会の請求による監査（地方自治法第９８条第２項）、市長 

の要求による監査（地方自治法第１９９条第６項）、随時監査（地方自治法第 

１９９条第２項、第５項）、住民監査請求による監査（地方自治法第２４２条）、

市長等の要求による職員の賠償責任に関する監査（地方自治法第２４３条の２の

８第３項及び地方公営企業法第３４条）、金融機関の監査（地方自治法第２３５

条の２第２項及び地方公営企業法第２７条の２第１項）） 

それぞれの目的に基づき、必要に応じて監査を実施します。 

（３）実施体制 

監査委員２名及び監査委員事務局職員３名で、実施する監査等により役割分担

を行い実施します。 

（４）監査等の項目及び着眼点 

別に定める「監査の着眼点及び決算審査の着眼点」に基づき、監査等を実施し

ます。 

（５）監査結果の公表 

監査結果報告については、法令等に基づき、掲示場及びホームページ等により

公表します。また、監査結果報告に基づき措置された事項についても、同様に 

公表します。 

（６）その他 

監査委員が必要と認める場合は、計画の変更または随時に監査を実施すること

があります。 

 

 

 

 

 

 



別　表

令 和 7 年 2 月 25 日 作 成

東 大 和 市 監 査 委 員

令 和 6 年 度 分
決 　算 　審 　査

(基金運用状況審査を含む)

定　 期　 監　 査
財政援助団体等監査

令 和 6 年 度 分
健全化判断比率等審

査

法 第 233 条 第 2 項
公 企 法 第 30 条 第 2項
法 第 241 条 第 5 項

法第 199条第 1項､
第2項､第4項､第7項

健全化法第3条第1項
健全化法第22条第1項

令和6年度 3月分 第６会議室

 4月24日（木） 午前９時30分～

出納整理期間 4月分
令和7年度 4月分

第６会議室

 5月28日（水） 午前９時30分～

出納整理期間 5月分
令和7年度 5月分

第６会議室

 6月26日（木） 午前９時30分～

令和7年度 6月分 第６会議室

 7月24日（木） 午前９時30分～

市　長　へ　の　講　評  令和7年度 7月分 第６会議室 財 政 課 説 明 聴 取

8月22日（金）公室  8月22日（金） 午前９時30分～ 8月13日（水）第６会議室

決算特別委員会　審査結果報告 令和7年度 8月分 第 ６ 会議室

9月18日（木）（予定）  9月26日（金） 午前９時30分～

令和7年度 9月分　 第 ６ 会議室

 10月28日（火） 午前９時30分～

令和7年度 10月分 第 ６ 会議室

 11月26日（水） 午前９時30分～

財政援助団体：東大和市職員
互助会（職員課） 令和7年度 11月分 第 ６ 会議室

 
(監査日は12月23日(火)予定)
(講評は1月29日(木)予定)  12月23日（火） 午前９時30分～

令和7年度 12月分 第1・２ 会議室

令和8年1月29日（木）午前９時30分～

令和7年度　1月分 第 ６ 会議室

令和8年2月25日（水）午前９時30分～

令和7年度　2月分 第 ６ 会議室

令和8年3月26日（木）午前９時30分～
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令　和　７　年　度　年　間　監　査　計　画

月

例 月 出 納 検 査

法第235条の2第1項

4

6

7
監査委員による説明聴取

(指定した課のみ後日決定）
7月15日（火）第６会議室

8

9

3

※　「定期監査」における監査は、上記日程のおおむね２か月前から行う。また、講評については、原則として監査委員
　監査を終了した翌月の例月出納検査時に行う。

まちづくり部・選挙管理委員会
事務局

(監査日は10月23日(木)予定)
(講評は11月26日(水)予定)

11

12

1

2

教育部

(監査日は2月5日(木)予定)
(講評は3月26日(木)予定)
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